
 

 

 

 

 

近年、大陸部ASEANに位置するメコン 5ヵ国（カンボジア、ラオス、ミャンマー、タイ、ベトナム）は、相互の連結性

を強化、市場・製造拠点として多様な魅力を持つフロンティア地域となっています。とりわけ、同地域を縦横断する

経済回廊は着実に整備が進み、メコン物流を支える大動脈となりつつあります。さらに、ASEAN 経済共同体（AEC）

実現に向けた各種措置、特に国境障壁の着実な削減がこれを後押しています。これら目ざましい環境変化を追い

風に、サプライチェーンがメコン全体に広がろうとしています。 

 ジェトロでは、日メコン首脳会議が東京で開催されるのを機に、メコン各国の魅力と今後の発展戦略を各国首

脳および政府関係者から日本企業の皆様に直接お伝えいただく機会として、本フォーラムを開催します。さらに、ミ

ャンマー・ダウェーのプロジェクトについて、戦略的意義と開発に向けた展望について、最新情報をご提供します。 

ご関心のみなさまの参加を、お待ちしております。 

 
日  時 ： ２０１５年７月３日（金） １３：００～１７：３０ （受付開始 １２：１５～）  

会  場 ： 東京都内   （会場は受講票にてお知らせいたします） 

定  員 ： ７00 名   （お申し込み多数の場合、抽選を行います）  

内  容 

 

： ＜第１部＞サミット・セッション 「メコン 5 ヵ国の魅力と今後の発展戦略」  13:00～14:20 

フン・セン カンボジア王国 首相 

トンシン・タンマヴォン ラオス人民民主共和国 首相 

テイン・セイン ミャンマー連邦共和国 大統領 

プラユット・ジャンオーチャー タイ王国 首相 

グエン・タン・ズン ベトナム社会主義共和国 首相 

＜第２部＞メコン東部セッション 「ASEAN 経済共同体（AEC）後のメコンの発展可能性と

ビジネスチャンス」   14:20～15:45 

■講演１ 日本貿易振興機構（ジェトロ） 海外調査部 アジア大洋州課 池部 亮 課長 

■講演２ カンボジア ソクチェンダ・ソピア 首相補佐特命大臣 

・カンボジア開発評議会事務局長  

■講演３ ラオス ケンマニー・ポンセナー 商工業大臣 

■講演４ ベトナム ブイ・クアン・ヴィン 計画投資大臣 

 

＜第３部＞メコン西部セッション 「ダウェー・プロジェクト」  15:45～17:00 

■講演１ タイ アーコム・トゥームピッタヤーパイシット 

                   運輸副大臣・国家経済社会開発庁（NESDB）長官 

■講演２ ミャンマー セッ・アウン 中央銀行副総裁・ティラワＳＥＺ管理委員長 

■講演３ 東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA） 木村 福成 チーフエコノミスト 

※講師・演題は変更される可能性があります。 

参 加 費 ： 無料 

メコン５ヵ国経済フォーラム 

 
～躍進するフロンティア市場の現状と展望～ 

同時通訳付 



お申込み ： 日本アセアンセンターのウェブサイトよりお申し込みください。 

http://www.asean.or.jp/ja/invest-info/eventinfo-2015-25 
※複数名での参加の場合、お手数ですがお一人様ずつお申し込み手続きをお願いいたします。 

申込み〆切：6 月 26 日（金）12 時  

※お申込み多数の場合、主催者にて抽選を行います。抽選の結果、当選された方に受講票を、 

落選された方にはその結果を、電子メールにて 6 月 30 日（火）までにお送りいたします。 

※当選された方は、当日受講票と身分証明書を必ずご持参ください。 

※当日の会場およびセミナー開始時間は、受講票にてご確認をお願いします。 

主  催 ： 日本貿易振興機構（ジェトロ） 

共  催 ： 経済産業省、国際機関 日本アセアンセンター、東アジア・アセアン経済研究センター 

お問合先 ： ＜お申込みについて＞  国際機関 日本アセアンセンター 貿易投資部 

TEL: 03-5402-8006    E-mail:   info_in@asean.or.jp 
 

＜フォーラム内容について＞ ジェトロ海外調査部・海外調査計画課・情報提供発信班 

担当: 井岡、杉本、坂上  TEL: 03-3582-5189 E-mail：mekongforum@jetro.go.jp 

※ 本フォーラムお申込みでご記入いただいたお客様情報は、本フォーラムの共催団体全てにおいて適切に管理し、
共催団体の事業活動の評価及び業務改善、事業フォローアップの目的のために利用します。 

http://www.asean.or.jp/ja/invest-info/eventinfo-2015-25

